
令和３年度随意契約の結果（５００万円以上の工事、物品、委託）
総合企画部

（注）※１、※２の説明

1

企画調整課 滋賀応援寄附(ふる
さと納税）業務委託

ふるさと納税に係
る寄附者の情報
管理、返礼品の
充実、ＰＲ等の業
務

令 和 3 年 5 月 18 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 株式会社ＪＴＢ 
滋賀支店

5,635,373 5,635,373 滋賀応援寄附（ふるさと納税）に係る魅力
ある返礼品の開拓、寄附の受付、寄附者
情報の管理、返礼品の発送等、優れた企
画内容および業務遂行能力が要求される
業務であり、競争入札に適しないことから、
プロポーザル方式により契約の相手方を
選定したため。

2 4

2

企画調整課 滋賀応援寄附(ふる
さと納税）業務委託

ふるさと納税に係
る寄附者の情報
管理、返礼品の
充実、ＰＲ等の業
務

令 和 4 年 2 月 18 日 ～ 令 和 7 年 3 月 31 日 株式会社ＪＴＢ 
滋賀支店

6,138,000 0 滋賀応援寄附（ふるさと納税）に係る魅力
ある返礼品の開拓、寄附の受付、寄附者
情報の管理、返礼品の発送等、優れた企
画内容および業務遂行能力が要求される
業務であり、競争入札に適しないことから、
プロポーザル方式により契約の相手方を
選定したため。
＊債務負担行為を含む契約
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3

国際課 滋賀県湖南省事務
所管理事業委託

滋賀県誘客経済
促進センターの管
理運営

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 公益社団法人
びわこビジ
ターズビュー
ロー

8,437,039 7,771,486 滋賀県誘客経済促進センターについて、中
国国内法の規制により県が直接設置でき
ないことから、当団体が設置主体となり、双
方の間で設置・運営に関する協定書を締結
しているため。

2 3イ

4

国際課 ミシガン州立大学
連合日本センター
管理運営事業委託

ミシガン州立大学
連合日本センター
の管理運営

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 公益財団法人
滋賀県国際協
会

42,641,000 37,264,526 ミシガン州立大学連合との折衝をはじめ日
常業務で高い語学力が必要であり、県とミ
シガン州立大学連合、ミシガン州政府が共
同で運営するという特殊性から、当セン
ターの管理運営を行える団体が他にはな
いため。

2 3イ

5

県民活動生活
課

令和３年度地価調
査業務委託

地価調査業務 令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 3 年 9 月 30 日 公益社団法人
滋賀県不動産
鑑定士協会

28,479,880 28,479,880 本業務は、地価調査等の内容を詳細に理
解するとともに、県内における不動産の鑑
定評価および地価の分析に精通している
専門機関でなければ実施が困難であり、こ
うした能力を有している団体は不動産鑑定
士で構成される当該法人以外にないため。

2 3イ

契約担当組織
の名称

事業名 契約内容
契約期間(履行期間)

（物品購入契約は契約締結日）
契約の相手方 契約金額 (円）

当該年度における
決算額（円）

随意契約とした具体的理由等
根拠
法令
※１

適用
類型
※２

表頭欄の「根拠法令」（※１）は、随意契約ができる場合について規定している地方自治法施行令第１６７条の２第１項の１号から９号のうち該当する号を記入し、２号の場合
（性質又は目的が競争入札に適しないもの）については、「適用類型」（※２）に厳格な運用を図るために県が作成した７類型のうち該当するものを記入しています。
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契約担当組織
の名称

事業名 契約内容
契約期間(履行期間)

（物品購入契約は契約締結日）
契約の相手方 契約金額 (円）

当該年度における
決算額（円）

随意契約とした具体的理由等
根拠
法令
※１

適用
類型
※２

6

県民活動生活
課

性暴力被害者総合
ケアワンストップび
わ湖SATOCO事業
委託

滋賀県性暴力被
害者総合ケアワン
ストップびわ湖
SATOCO運営業
務

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 滋賀県産科婦
人科医会

8,757,436 8,757,436 性暴力被害者への総合的な支援を可能な
限り１箇所で提供し、被害の潜在化を防止
するために、滋賀県、滋賀県警察、滋賀県
産科婦人科医会および公益社団法人おう
み犯罪被害者支援センターの４者で協定
書を締結して、SATOCOの業務を運営して
おり、協定の締結者を契約の相手方として
いるため。

2 3イ

7

県民活動生活
課

性暴力被害者総合
ケアワンストップび
わ湖SATOCO事業
委託

滋賀県性暴力被
害者総合ケアワン
ストップびわ湖
SATOCO運営業
務

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 公益社団法人
おうみ犯罪被
害者支援セン
ター

6,647,319 6,647,319 性暴力被害者への総合的な支援を可能な
限り１箇所で提供し、被害の潜在化を防止
するために、滋賀県、滋賀県警察、滋賀県
産科婦人科医会および公益社団法人おう
み犯罪被害者支援センターの４者で協定
書を締結して、SATOCOの業務を運営して
おり、協定の締結者を契約の相手方として
いるため。

2 3イ

8

県民活動生活
課

保存文書受付等業
務委託

保存文書管理等
業務

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 5 年 3 月 31 日 株式会社マン
アップ

10,382,680 5,180,502 一般競争入札を実施したが、不調となった
ため。

＊長期継続契約

8

9

県民活動生活
課

総合事務支援シス
テム（文書管理機
能）改修業務委託

総合事務支援シ
ステム（文書管理
機能）改修

令 和 3 年 12 月 13 日 ～ 令 和 4 年 3 月 14 日 富士通Ｊａｐａｎ
株式会社京都
支社

5,989,280 5,989,280 総合事務支援システム（文書管理機能）
は、当該相手方が開発したシステムであ
り、改修に必要なプログラム設計からデー
タ適用に至る一連の工程は当該システム
の開発元以外での実施が困難であるた
め。

2 3イ

10

CO2ネットゼロ
推進課

滋賀県地球温暖化
防止活動推進セン
ター活動支援事業
委託

滋賀県地球温暖
化防止活動推進
センター活動支援

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 公益財団法人
淡海環境保全
財団

10,172,335 10,172,335 当該財団は、地球温暖化対策の推進に関
する法律に基づき、地域地球温暖化防止
活動推進センターとして知事が指定した唯
一の法人であり、代替性がないため。

2 3イ

11

CO2ネットゼロ
推進課

滋賀県低炭素社会
づくり推進計画等
見直し支援業務委
託

滋賀県低炭素社
会づくり推進計画
等の見直しへの
支援

令 和 3 年 6 月 18 日 ～ 令 和 4 年 3 月 28 日 株式会社
イー・コンザル

7,052,100 7,052,100 本計画の策定に当たっては、各コンサルタ
ント会社から、対策の推計結果や本県の特
徴から本県にふさわしい数値指標を提案さ
せるとともに、独自のノウハウや計算モデ
ルを活用した投資額および経済波及効果
について提案をさせ、事前に技術力や業務
遂行能力を見極める必要があるため、競
争入札に適しないことから、プロポーザル
方式により契約の相手方を選定したため。

2 4
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契約担当組織
の名称

事業名 契約内容
契約期間(履行期間)

（物品購入契約は契約締結日）
契約の相手方 契約金額 (円）

当該年度における
決算額（円）

随意契約とした具体的理由等
根拠
法令
※１

適用
類型
※２

12

CO2ネットゼロ
推進課

新しいエネルギー
社会づくり加速化プ
ロジェクト推進業務
委託

新しいエネルギー
社会づくりを加速
化するプロジェクト
の組成と研究会
の運営

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 日本環境技研
株式会社

5,225,000 5,225,000 本業務の遂行に当たっては、当該分野に
精通するとともに、エネルギー分野におけ
る広範かつ専門的な知識と政策立案能力
を有していることが求められるため競争入
札に適しないことから、プロポーザル方式
により契約の相手方を選定したため。

2 4

13

人権施策推進
課

人権啓発活動委託 市町への人権啓
発事業

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 県内19市町 6,850,000 5,678,403 法務省が指定する啓発事業を市町へ再委
託するものであるため。

2 2

14

情報政策課 ＩＴ資産管理ツール
（Ａｓｓｅｔ　Ｖｉｅｗ）の
運用委託

IT資産管理ツール
の運用保守業務

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 株式会社ハン
モック

5,720,000 5,720,000 当該IT資産管理ツールは当該事業者の独
自製品であり、当該製品に関する専門技術
を有するため。

2 3イ

15

情報政策課 デジタルツール活
用による業務改革
推進支援業務委託

デジタルツール活
用による業務改
革推進支援業務

令 和 3 年 9 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 イグニション・
ポイント株式
会社

7,000,000 7,000,000 本業務の遂行には、的確かつ効率的な
BPR（Business Process Re-engineering）
の実施に必要となる専門的な知識・ノウハ
ウが求められるため、競争入札に適しない
ことから、公募型プロポーザルにより事業
者を選定したため。

2 4

16

情報政策課 滋賀県指定難病・
小児慢性特定疾患
管理システム移行
業務委託

システム移行業
務

令 和 3 年 11 月 11 日 ～ 令 和 4 年 1 月 31 日 富士通Ｊａｐａｎ
株式会社 京
都支社

5,456,000 5,456,000 システムの著作権等の権利を契約相手方
が保有しており他の事業者では扱えないた
め。

2 3イ

17

情報政策課 滋賀県漁獲報告シ
ステム構築業務委
託

滋賀県漁獲報告
システム構築業
務

令 和 3 年 11 月 4 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 アインズ株式
会社　大津営
業所

8,668,000 8,668,000 一般県民が利用するシステムの構築を目
的としており、デザイン性・操作性・更新性・
安全性などを重視する性格のものであるた
め競争入札に適しないことから、プロポー
ザル方式により契約の相手方を選定したた
め。

2 4
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令和３年度長期継続契約締結結果（７千万円以上）
総合企画部

1

情報政策課 滋賀県共通事務プリント
サービス提供業務

プリンタの設置、消耗品の供
給、修繕等の業務を包括した
サービスの提供（単価契約）

令 和 4 年 2 月 1 日 ～ 令 和 9 年 1 月 31 日 リコージャパン株式会社
滋賀支社

263,934,000

契約担当組織
の名称

事業名 契約内容 契約期間（履行期間） 契約の相手方 契約金額 (円）
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